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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

第２四半期累計期間
第38期

第２四半期累計期間
第37期

会計期間
自 平成25年１月１日

至 平成25年６月30日

自 平成26年１月１日

至 平成26年６月30日

自 平成25年１月１日

至 平成25年12月31日

売上高 （千円） 6,128,365 6,505,087 13,377,126

経常利益 （千円） 1,232,069 1,051,292 2,562,961

四半期（当期）純利益 （千円） 723,806 1,103,043 1,460,868

持分法を適用した
場合の投資利益

（千円） － － －

資本金 （千円） 1,491,350 1,491,350 1,491,350

発行済株式総数 （株） 22,975,189 22,975,189 22,975,189

純資産額 （千円） 10,030,418 11,345,742 10,643,826

総資産額 （千円） 13,351,827 14,789,347 13,710,427

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 31.52 48.04 63.63

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 5.50 48.00 23.00

自己資本比率 （％） 75.1 76.7 77.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 874,869 1,384,077 756,918

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △1,098,275 689,755 △1,780,660

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △240,950 △400,986 △366,596

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 1,903,040 2,649,906 977,059
 

 

回次
第37期

第２四半期会計期間
第38期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

１株当たり四半期純利益金額        （円） 17.75 37.28
 

 

(注) １ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載し

ておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変

更はありません。

  また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」について重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成26年５月21日開催の取締役会において、ソルーシア・インク（本社：米国ミズーリ州）に当社のAir

BP事業を譲渡することを決議し、平成26年６月１日付で事業譲渡契約書を締結し、同日付で当該事業を譲渡いたしま

した。

 詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)  業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府主導による金融緩和政策や経済政策により、企業収益の改善や

雇用・所得環境の好転が見られ、全体として緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で４月からの消費税増税や

消費者物価指数の上昇などにより生活防衛意識が高まり、消費者の節約志向は根強いものがあります。

また、海外経済は緩やかな回復を見せるものの、アメリカの金融緩和縮小による影響、中国経済の景気減速の兆

候、中東やウクライナ情勢などの地政学的リスクの高まりなど、引き続き先行きの不透明感を払拭できない状況が続

いております。

自動車業界におきましては、小型・ハイブリッドの低燃費車並びに軽自動車が消費者からの根強い支持を集めてお

ります。新車販売台数に関しましては、４月の消費税増税による駆け込み需要からの反動で、自動車・軽自動車合計

で当会計期間では前年比減となりました。また、不安定な中東情勢などを背景に原油価格は依然長期間にわたって高

止まりの状況にあり、厳しい経営環境が継続しております。

このような市場環境の下、自動車用潤滑油の販売面では、当社が強みとする環境配慮型の低粘度・省燃費のプレミ

アムオイル、並びにオートマチックミッション用オイルの拡販に引き続き焦点を当て、高付加価値商品の構成比の維

持・向上を図るとともに、オイル交換時に、時間をかけずにエンジン内洗浄が手軽に行えるという特長を持つ新製品

エンジンシャンプーの販売をカーディーラーにも拡げ、エンジンオイル関連製品の充実にも注力しました。

また、当社は平成26年５月21日開催の取締役会におきまして、平成26年６月１日をもって、Air BP事業をソルーシ

ア・インク（本社：米国ミズーリ州）に譲渡することを決議し、予定通り譲渡を完了いたしました。

この結果、当第２四半期累計期間における売上高は6,505百万円（前年同四半期比6.1％増）、営業利益は1,033百万

円（前年同四半期比16.4％減）、経常利益は1,051百万円（前年同四半期比14.7％減）、四半期純利益は1,103百万円

（前年同四半期比52.4％増）となりました。

なお、当社は、平成26年２月４日に公表いたしました配当方針のとおり、今後の環境変化に対応できるよう経営基

盤の強化に必要な内部留保は確保しつつ、株主の皆様へより多くの利益還元を積極的に行うことによって、さらなる

配当水準の向上を継続的に目指すこととしております。

つきましては平成26年７月30日に公表いたしました平成26年12月期事業年度上半期におけるAir BP事業譲渡による

特別利益を除いた業績および配当方針を勘案し、株主の皆様の日頃のご支援にお応えするため、平成26年12月期の中

間配当金を１株当たり普通配当13円とさせていただきます。

また、当社は、上記のとおりAir BP事業の譲渡に伴う売却益として808百万円を計上いたしました。これは航空機用

潤滑油という一部製品群の事業譲渡による特別利益であり、この売却益を株主の皆様にすべて還元するため、本案件

に限り1株当たり35円の特別配当を実施することといたします。

上記により、当社の平成26年12月期の中間配当金を、1株当たり普通配当13円に特別配当35円を加えた48円とさせて

いただきます。

期末配当に関しましては、平成26年12月期事業年度下半期における原油価格や円安等の厳しい取引環境の変化に備

えるため、平成26年２月４日に公表のとおり1株当たり13円の見通しです。
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(2)  財政状態の分析

(流動資産）

当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は、14,034百万円（前事業年度末は12,898百万円）となり、1,136

百万円増加いたしました。これは、主に受取手形及び売掛金（932百万円の減少）、商品及び製品（151百万円の増

加）短期貸付金（1,643百万円の増加）及び未収入金（199百万円の増加）によるものです。（なお、貸付金の内容

は、BPグループのインハウス・バンクを運営しているビーピー・インターナショナル・リミテッドに対するものであ

ります。）

(固定資産）

当第２四半期会計期間末における固定資産の残高は、754百万円(前事業年度末は811百万円）となり、57百万円減少

いたしました。これは、主に有形固定資産（39百万円の減少）によるものです。

(流動負債）

当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は、3,352百万円（前事業年度末は2,976百万円）となり、376百万

円増加いたしました。これは、主に未払金（294百万円の減少）、未払費用（331百万円の増加）、未払法人税等（406

百万円の増加）及び賞与引当金（42百万円の減少）によるものです。

(固定負債）

当第２四半期会計期間末における固定負債の残高は、90百万円（前事業年度末は90百万円）となり、０百万円増加

いたしました。

(純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産の残高は、11,345百万円（前事業年度末は10,643百万円）となり、701百万

円増加いたしました。これは、主に利益剰余金が事業譲渡益808百万円を含む四半期純利益により1,103百万円増加

し、剰余金の配当により401百万円減少したことによるものです。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、2,649百万円となり、前事業年度

末より1,672百万円増加いたしました。

なお、当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、1,384百万円（前年同期比509百万円の増加）となりました。これは、主に税引前

四半期純利益が1,859百万円、事業譲渡益が808百万円、売上債権の減少932百万円、たな卸資産の増加198百万円、そ

の他の資産の増加185百万円、未払金の減少217百万円、その他の負債の増加333百万円及び法人税等の支払額353百万

円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、689百万円（前年同期比1,788百万円の増加）となりました。これは、主に事業譲

渡による収入811百万円、貸付けによる支出1,000百万円、貸付金の回収による収入1,000百万円、有形固定資産の取得

による支出65百万円及び無形固定資産の取得による支出54百万円によるものであります。

なお、貸付金の内容は、BPグループのインハウス・バンクを運営しているビーピー・インターナショナル・リミ

テッドに対するものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、400百万円（前年同期比160百万円の増加）となりました。これは、主に配当金の

支払いによるものであります。

 
(4)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5)  研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 118,000,000

計 118,000,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)

(平成26年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成26年８月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 22,975,189 22,975,189
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、株主
として権利内容に制限のな
い、標準となる株式。

単元株式数 100株

計 22,975,189 22,975,189 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
― 22,975,189 ― 1,491,350 ― 1,749,600
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(6) 【大株主の状況】

平成26年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

カストロール・リミテッド
（常任代理人  ビーピー・ジャパン株式
会社）

ウェークフィールド ハウス，パイパーズ ウ
エイ，スウィンドン ウィルトシャー
SN3 1RE イギリス
東京都港区六本木六丁目10番１号六本木ヒルズ
森タワー

122,342 53.24

ティー・ジェイ株式会社
東京都港区六本木六丁目10番１号六本木ヒルズ
森タワー

26,617 11.58

日本自動車整備商工組合連合会
東京都港区六本木六丁目10番１号六本木ヒルズ
森タワー

11,445 4.98

ユービーエス（ルクセンブルク）エス．
エイ
（常任代理人 シティバンク銀行株式会
社）

33A AVENUE J.F.KENNEDY, L-1855 LUXEMBOURG
東京都品川区東品川二丁目３番14号

5,453 2.37

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,684 0.73

中野  進 鹿児島県鹿児島市 1,565 0.68

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,195 0.52

三島  泰 広島県福山市 1,134 0.49

鈴木  育男 東京都杉並区 1,100 0.47

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口５）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 925 0.40

計 ― 173,460 75.46
 

(注)  上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社               2,609百株

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社                   1,195百株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 17,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,950,900 229,509 －

単元未満株式 普通株式 7,189 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  22,975,189 － －

総株主の議決権 － 229,509 －
 

(注) １  「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２  「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄は、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ

14,000株及び80株含まれております。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係

る議決権の数140個が含まれております。

３  「単元未満株式」欄は、当社所有の自己株式が26株含まれております。

 
② 【自己株式等】

平成26年６月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

ビーピー・カストロール
株式会社

東京都品川区大崎一丁目
11番２号ゲートシテイ大
崎イーストタワー

 
17,100

 
－

 
17,100

 
0.07

計 － 17,100 － 17,100 0.07
 

 
 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成26年４月１日から平成26年

６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成26年１月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３ 四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

   ①  資産基準                    0.0％

   ②  売上高基準                   －％

   ③  利益基準                  △0.0％

   ④  利益剰余金基準              0.0％

  ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 93,553 123,704

  受取手形及び売掛金 2,964,364 2,031,789

  商品及び製品 574,869 726,855

  原材料及び貯蔵品 33,153 29,745

  前払費用 29,706 72,117

  繰延税金資産 315,997 315,997

  短期貸付金 8,407,317 10,051,124

  未収入金 470,224 669,889

  その他 9,669 13,723

  流動資産合計 12,898,855 14,034,945

 固定資産   

  有形固定資産 368,825 329,399

  無形固定資産 108,267 99,143

  投資その他の資産 334,479 325,858

  固定資産合計 811,571 754,401

 資産合計 13,710,427 14,789,347

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 989,076 968,298

  未払金 899,617 605,045

  未払費用 561,573 892,940

  未払法人税等 368,921 775,886

  預り金 10,862 11,486

  賞与引当金 117,004 74,842

  その他 29,063 24,141

  流動負債合計 2,976,118 3,352,642

 固定負債   

  繰延税金負債 62,941 63,320

  受入保証金 27,540 27,642

  固定負債合計 90,482 90,962

 負債合計 3,066,600 3,443,605

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,491,350 1,491,350

  資本剰余金 1,749,600 1,749,600

  利益剰余金 7,397,640 8,098,916

  自己株式 △6,489 △6,532

  株主資本合計 10,632,101 11,333,334

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 11,724 12,407

  評価・換算差額等合計 11,724 12,407

 純資産合計 10,643,826 11,345,742

負債純資産合計 13,710,427 14,789,347
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 6,128,365 6,505,087

売上原価 3,079,853 3,556,727

売上総利益 3,048,511 2,948,360

販売費及び一般管理費 ※  1,812,287 ※  1,914,435

営業利益 1,236,224 1,033,924

営業外収益   

 受取利息 13,780 13,542

 受取賃貸料 7,725 1,287

 受取手数料 6,567 6,757

 受取補償金 1,945 1,832

 為替差益 － 6,514

 その他 1,269 3,131

 営業外収益合計 31,289 33,065

営業外費用   

 売上割引 15,248 15,679

 為替差損 20,194 －

 その他 1 18

 営業外費用合計 35,444 15,697

経常利益 1,232,069 1,051,292

特別利益   

 事業譲渡益 － 808,419

 特別利益合計 － 808,419

特別損失   

 固定資産除却損 623 381

 特別退職金 15,482 －

 特別損失合計 16,105 381

税引前四半期純利益 1,215,963 1,859,330

法人税等 492,157 756,287

四半期純利益 723,806 1,103,043
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 1,215,963 1,859,330

 減価償却費 77,538 91,023

 賞与引当金の増減額（△は減少） △58,345 △42,161

 前払年金費用の増減額（△は増加） △81,378 7,687

 受取利息及び受取配当金 △13,855 △13,634

 支払利息及び売上割引 15,248 15,679

 固定資産除却損 623 381

 事業譲渡損益（△は益） － △808,419

 売上債権の増減額（△は増加） 580,772 932,575

 たな卸資産の増減額（△は増加） △190,814 △198,547

 その他の資産の増減額（△は増加） △13,217 △185,965

 仕入債務の増減額（△は減少） △139,770 △20,778

 未払金の増減額（△は減少） △273,361 △217,680

 その他の負債の増減額（△は減少） 353,549 333,255

 小計 1,472,952 1,752,747

 利息及び配当金の受取額 9,643 3,015

 利息及び売上割引の支払額 △16,261 △17,702

 法人税等の支払額 △591,464 △353,983

 営業活動によるキャッシュ・フロー 874,869 1,384,077

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 貸付けによる支出 △4,000,000 △1,000,000

 貸付金の回収による収入 3,000,000 1,000,000

 定期預金の預入による支出 △300 △100

 定期預金の払戻による収入 1,257 －

 有形固定資産の取得による支出 △98,632 △65,592

 無形固定資産の取得による支出 － △54,979

 投資有価証券の取得による支出 △601 △601

 事業譲渡による収入 － 811,028

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,098,275 689,755

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △240,950 △400,942

 自己株式の取得による支出 － △43

 財務活動によるキャッシュ・フロー △240,950 △400,986

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △464,356 1,672,846

現金及び現金同等物の期首残高 2,367,397 977,059

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,903,040 ※  2,649,906
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

税金費用について、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 
(四半期損益計算書関係)

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

従業員給料手当 466,847千円 430,701千円

     
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。

 
前第２四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
 至 平成25年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
 至 平成26年６月30日)

現金及び預金 278,478千円 123,704千円

融資期間が３か月以内の短期貸付金 1,647,451千円 2,551,124千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △22,889千円 △24,922千円

現金及び現金同等物 1,903,040千円 2,649,906千円
 

 
(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年６月30日）

１.配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月26日
定時株主総会

普通株式 241,060 10.5 平成24年12月31日 平成25年３月27日 利益剰余金
 

 

２.基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年７月25日
取締役会

普通株式 126,269 5.5 平成25年６月30日 平成25年９月２日 利益剰余金
 

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日）

１.配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月26日
定時株主総会

普通株式 401,767 17.5 平成25年12月31日 平成26年３月27日 利益剰余金
 

 

２.基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年７月30日
取締役会

普通株式 1,101,987 48.0 平成26年６月30日 平成26年９月１日 利益剰余金
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(企業結合等関係)

  事業分離

１. 事業分離の概要

 (1) 分離先企業の名称

ソルーシア・インク

 (2) 分離した事業の内容

航空機用のガスタービンエンジンオイルの輸入及び国内販売

 (3) 事業分離を行った主な理由

当社はビーピー・ピーエルシーのグループ企業であるビーピー ルブリカンツ ユーエスエー インク（本

社：米国ニュージャージー州）が製造するガスタービンエンジンオイル "BP Turbo Oil" を輸入し国内販売し

てまいりました。

この度ビーピー・ピーエルシーが、イーストマン ケミカル カンパニーの子会社であるソルーシア・インク

へAir BP事業の売却を決定いたしました。ソルーシア・インクは日本にソルーシア・ジャパンという子会社を

所有しております。

ビーピー・ピーエルシーのAir BP事業売却の発表を受け、当社は当該事業に関する様々な選択肢を検討しな

がら、ソルーシア・インクと交渉を行いました。その結果、当社としては当該事業を譲渡することが企業価値

の向上につながると同時に、経営資源を中核の自動車用潤滑油事業に集中させることができると判断し、ソ

ルーシア・インクへ事業譲渡することといたしました。

(4) 事業分離日

平成26年６月１日

(5) 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金のみとする事業譲渡

 

２. 実施した会計処理の概要

(1) 移転損益の金額

事業譲渡益 808 百万円

(2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

たな卸資産 62 百万円

(3) 会計処理

移転したAir BP事業に関する投資は清算されたものとみて、移転したことにより受け取った対価となる財産

の時価と、移転した事業に係る株主資本相当額との差額を移転損益として認識しております。

 
３. 四半期累計期間に係る四半期損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高    223 百万円

営業利益   70 百万円

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年６月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平成26年

１月１日 至 平成26年６月30日）

当社の事業は、潤滑油の販売並びにこれらに付帯する事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
 至 平成25年６月30日

当第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
 至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 31円52銭 48円04銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 723,806 1,103,043

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 723,806 1,103,043

普通株式の期中平均株式数（株） 22,958,143 22,958,104
 

（注）なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第38期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）中間配当については、平成26年７月30日開催の取締役会にお

いて、平成26年６月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議い

たしました。

 ①配当金の総額                               1,101,987千円

 ②１株当たりの金額                                48円00銭（特別配当35円含む）

 ③支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成26年９月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２６年８月１３日

ビーピー・カストロール株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   宮   入   正   幸   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   大   澤   栄   子   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているビーピー・

カストロール株式会社の平成２６年１月１日から平成２６年１２月３１日までの第３８期事業年度の第２四半期会計期

間(平成２６年４月１日から平成２６年６月３０日まで)及び第２四半期累計期間(平成２６年１月１日から平成２６年６

月３０日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ビーピー・カストロール株式会社の平成２６年６月３０日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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